
令 和 ７ 年 度

特 別 会 計 補 正 予 算 書

国民健康保険特別会計補正予算（第 1 号）

後期高齢者医療特別会計補正予算（第 1 号）

介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算（第 1号）

水 道 事 業 会 計 補 正 予 算（第 1号）

公 共 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算（第 1号）

鹿 児 島 県 曽 於 市
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国民健康保険特別会計補正予算（第 1 号）
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　令和７年度曽於市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ ５６１千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

　５，４４２，９９０千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出

　予算補正」による。

令和７年６月６日　提出

曽於市長　　五位塚　剛

令和７年度曽於市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）
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第 １ 表  歳  入  歳  出　予  算  補  正

歳　入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

6 繰入金 614,562 △561 614,001

1 一般会計繰入金 614,562 △561 614,001

歳               入               合               計 5,443,551 △561 5,442,990
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歳　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

1 総務費 78,057 △561 77,496

1 総務管理費 74,168 △561 73,607

歳               出               合               計 5,443,551 △561 5,442,990
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後期高齢者医療特別会計補正予算（第 1 号）
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　令和７年度曽於市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ３２３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ　

　７１０，０８０千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出

　予算補正」による。

令和７年６月６日　提出

曽於市長　　五位塚　剛

令和７年度曽於市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）
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第 １ 表  歳  入  歳  出　予  算  補  正

歳　入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

4 繰入金 286,299 323 286,622

1 一般会計繰入金 286,299 323 286,622

歳               入               合               計 709,757 323 710,080
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歳　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

1 総務費 26,870 323 27,193

1 総務管理費 26,031 323 26,354

歳               出               合               計 709,757 323 710,080
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介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 1 号）
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　令和７年度曽於市の介護保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ １６９，８１２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ　

　５，７３１，１９９千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出

　予算補正」による。

令和７年６月６日　提出

曽於市長　　五位塚　剛

令和７年度曽於市介護保険特別会計補正予算（第１号）
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第 １ 表  歳  入  歳  出　予  算  補  正

歳　入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

6 繰入金 960,368 △1,304 959,064

1 一般会計繰入金 900,368 △1,304 899,064

7 繰越金 30,000 171,116 201,116

1 繰越金 30,000 171,116 201,116

歳               入               合               計 5,561,387 169,812 5,731,199

-12-



歳　出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

1 総務費 145,468 △1,304 144,164

1 総務管理費 85,470 △1,304 84,166

6 諸支出金 5,052 171,116 176,168

1 償還金及び還付加算金 5,051 134,290 139,341

2 繰出金 1 36,826 36,827

歳               出               合               計 5,561,387 169,812 5,731,199
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水 道 事 業 会 計 補 正 予 算（第 1 号）
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令和７年度曽於市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

予算第10条に定めた経費の金額を次のように改める。

年 月

令和７年度曽於市水道事業会計補正予算（第１号）

第 １ 条 令和７年度曽於市水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

第 ２ 条

科　　　　目 （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （　計　）

支　　　　　　　　　　　　　　　出

第 １ 款 水 道 事 業 費 用 570,898 千 円 △ 5,899 千 円 564,999 千 円

第 １ 項 営 業 費 用 539,078 千 円 △ 5,899 千 円 533,179 千 円

第 ３ 条

科　　　　目 （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （　計　）

職 員 給 与 費 77,256 千 円 △ 5,899 千 円 71,357 千 円

令和 ７ ６ ６ 日 提 出

曽於市長　　五　位　塚　　　剛
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公 共 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算（第 1 号）
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予算第10条に定めた経費の金額を次のように改める。

年 月

令和7年度曽於市公共下水道事業会計補正予算（第1号）

第 １ 条 令和7年度曽於市公共下水道事業会計補正予算(第1号）は、次に定めるところによる。

第 ２ 条 令和7年度曽於市公共下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

科　　　　目 （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （　計　）

支　　　　　　　　　　　　　　　出

第 １ 款 下 水 道 事 業 費 用 194,175 千 円 △ 1,030 千 円 193,145 千 円

第 １ 項 営 業 費 用 173,547 千 円 △ 1,030 千 円 172,517 千 円

第 ３ 条

科　　　　目 （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （　計　）

職 員 給 与 費 16,762 千 円 △ 1,030 千 円 15,732 千 円

令和 7 6 6 日 提 出

曽於市長　　五　位　塚　　　剛
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令 和 ７ 年 度

特別会計補正予算に関する説明書

国民健康保険特別会計補正予算（第 1 号）

後期高齢者医療特別会計補正予算（第 1 号）

介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算（第 1号）

水 道 事 業 会 計 補 正 予 算（第 1号）

公 共 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算（第 1号）

鹿 児 島 県 曽 於 市
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国民健康保険特別会計補正予算（第 1 号）
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歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

１  総　括
   歳　入 （単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

1 国民健康保険税 610,277 0 610,277

2 使用料及び手数料 110 0 110

4 県支出金 4,166,584 0 4,166,584

5 財産収入 1 0 1

6 繰入金 614,562 △561 614,001

7 繰越金 50,000 0 50,000

8 諸収入 2,017 0 2,017

      歳          入          合          計 5,443,551 △561 5,442,990
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   歳　出 （単位：千円）

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補正前の額 補正額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

1 総務費 78,057 △561 77,496 0 0 0 △561

2 保険給付費 4,099,910 0 4,099,910 0 0 0 0

3 国民健康保険事業費納付金 1,177,356 0 1,177,356 0 0 0 0

4 共同事業拠出金 3 0 3 0 0 0 0

6 保健事業費 71,591 0 71,591 0 0 0 0

8 公債費 617 0 617 0 0 0 0

9 諸支出金 3,262 0 3,262 0 0 0 0

10 予備費 12,755 0 12,755 0 0 0 0

 歳     出     合     計 5,443,551 △561 5,442,990 0 0 0 △561

一 般 財 源
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２　　歳　入

（款）   6 繰入金                                   （項）   1 一般会計繰入金 （単位：千円）

節 説　　　　　　　　　　　　明

区　　分 金　　額

  1 一般会計繰入金 614,562 △561 614,001   4 人件費等繰入金 △561 人件費繰入金                                            

　　 　　計 614,562 △561 614,001

目 補正前の額 補　正　額 計
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３　　歳　出

（款）   1 総務費                                   （項）   1 総務管理費 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 一般管理費 70,279 △561 69,718 0 0 0 △561   2 給    料 △381 国民健康保険総務職員給               △561

  3 職員手当等 319

  4 共 済 費 △499

　　計 74,168 △561 73,607 0 0 0 △561

節

一般財源
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（国民健康保険特別会計）

２　一　般　職

（１）総括

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 7 1,933 33,211 17,131 52,275 10,126 62,401

補 正 前 7 1,933 33,592 16,812 52,337 10,625 62,962

比 較 0 0 △ 381 319 △ 62 △ 499 △ 561

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,119 375 328 714 495 0 5,761

補 正 前 815 123 232 722 495 0 5,874

比 較 304 252 96 △ 8 0 0 △ 113

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当
退職手当組合
負 担 金

地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 4,660 0 24 3,655 0

補 正 前 4,831 0 24 3,696 0

比 較 △ 171 0 0 △ 41 0

給 与 費 明 細 書

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（国民健康保険特別会計）

ア　会計年度任用職員以外の職員

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 6 0 33,211 17,131 50,342 10,126 60,468

補 正 前 6 0 33,592 16,812 50,404 10,625 61,029

比 較 0 0 △ 381 319 △ 62 △ 499 △ 561

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,119 375 328 714 495 0 5,761

補 正 前 815 123 232 722 495 0 5,874

比 較 304 252 96 △ 8 0 0 △ 113

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当
退職手当組合
負 担 金

地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 4,660 0 24 3,655 0

補 正 前 4,831 0 24 3,696 0

比 較 △ 171 0 0 △ 41 0

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（国民健康保険特別会計）

イ　会計年度任用職員

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

（ 1 ）

1

（ 1 ）

1

（ 0 ）

0
0 0 0 0 0 0

※（　　　）はパートタイム会計年度任用職員の人数

通 勤 手 当 時 間 外 手 当 期 末 手 当
退職手当組合
負 担 金

（千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 0 0 0 0

補 正 前 0 0 0 0

比 較 0 0 0 0

給与費（千円）
区 分 備 考

補 正 後 1,933 0 0 1,933 0 1,933

補 正 前 1,933 0 0 1,933 0 1,933

比 較

職
員
手
当
の
内
訳

区 分
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（国民健康保険特別会計）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

（３）給料及び職員手当の状況

　①職員１人あたり給与

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

　②初任給

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　明 備　　　　考　

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 △ 381

その他の増減分 319

区　　　　　　　　　　　　分 行　　政　　職 技能労務職

338,216 -

370,870 -

41.6 -

346,300 -

368,470 -

47.1 -

区 分 行 政 職 技 能 労 務 職 国 の 制 度

（円） （円） 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

高 校 卒 188,000 180,600 188,000 180,600 

大 学 卒 213,600 220,000 

給 料 △ 381

職 員 手 当 319
制度改正に伴う増減分

令 和 7 年 6 月 1 日 現 在

令 和 7 年 4 月 1 日 現 在
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（国民健康保険特別会計）

③級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

行　　　　政　　　　職 技　能　労　務　職

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1級 0 0.0 5級 2 33.3 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 0 0.0 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 1 16.7 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 3 50.0 4級 0 0.0 

計 6 100.0 計 0 0.0 

1級 0 0.0 5級 3 50.0 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 0 0.0 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 0 0.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 3 50.0 4級 0 0.0 

計 6 100.0 計 0 0.0 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

主 事 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 政 策 課 長

技 師 技 師 技 術 主 査 専 門 員 主 幹 参 事 参 事

主 事 補 主 任 技 術 主 幹

技 師 補 技 術 主 任 参 事 補

技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員

区　　　　分

令和7年6月1日現在

令和7年4月1日現在

行 政 職

技 能
労 務 職
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（国民健康保険特別会計）

④昇給

区 分 合 計 行 政 職 技 能 労 務 職

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 6 6 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 5 5 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 83.33 83.33 -

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 6 6 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 5 5 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 83.33 83.33 -

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

補

正

後

補

正

前
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（国民健康保険特別会計）

⑤　期末手当・勤勉手当

　※（　　　）は再任用職員の支給率　※（　　　）は再任用職員の支給率

⑥定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑦特殊勤務手当

⑧その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） （月分）

補 正 後
( 1.2 )

2.3
( 1.2 )

2.3
-

( 2.4 )
4.6

有

補 正 前
( 1.2 )

2.3
( 1.2 )

2.3
-

( 2.4 )
4.6

有

国 の 制 度
( 1.2 )

2.3
( 1.2 )

2.3
-

( 2.4 )
4.6

有

区　分
２０年勤続の者　　　　　

（月分）
２５年勤続の者　　　　　

（月分）
３５年勤続の者　　　　　

（月分）
最高限度　　　　
（月分）

その他の加算措置等 備 考

支給率等 26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
２％～２０％加算

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
応募認定退職特例措置
２％～４５％加算

区 分 全 職 種 行 政 職 技 能 労 務 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

（％）

支給対象職員の比率 （％）

令和7年6月1日現在

代表的な特殊勤務手当の名称 税務手当 税務手当 -

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶養手当 同　　　じ

住居手当 異  な  る 家賃額が12,000円以上の場合支給　支給上限額：27,000円

通勤手当 異  な  る 自動車等使用者　片道30km以上18,700円打切り

区 分
職制上の段階，職務の級

等による加算措置
備 考

0.04% 0.04% -

33.33% 33.33% -
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後期高齢者医療特別会計補正予算（第 1 号）
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歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

１  総　括
   歳　入 （単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

1 後期高齢者医療保険料 419,845 0 419,845

2 使用料及び手数料 11 0 11

4 繰入金 286,299 323 286,622

5 繰越金 500 0 500

6 諸収入 3,102 0 3,102

      歳          入          合          計 709,757 323 710,080

-32-



   歳　出 （単位：千円）

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補正前の額 補正額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

1 総務費 26,870 323 27,193 0 0 0 323

2 後期高齢者医療広域連合納付金 679,836 0 679,836 0 0 0 0

3 諸支出金 3,051 0 3,051 0 0 0 0

 歳     出     合     計 709,757 323 710,080 0 0 0 323

一 般 財 源
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２　　歳　入

（款）   4 繰入金                                   （項）   1 一般会計繰入金 （単位：千円）

節 説　　　　　　　　　　　　明

区　　分 金　　額

  1 一般会計繰入金 286,299 323 286,622   1 事務費繰入金 81 事務費繰入金                                            

  3 人件費繰入金 242 人件費繰入金                                            

　　 　　計 286,299 323 286,622

目 補正前の額 補　正　額 計
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３　　歳　出

（款）   1 総務費                                   （項）   1 総務管理費 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 一般管理費 26,031 323 26,354 0 0 0 323   2 給    料 31 総務管理費                              81

  3 職員手当等 50 後期高齢者医療総務職員給               242

  4 共 済 費 161

 10 需 用 費 81

　　計 26,031 323 26,354 0 0 0 323

節

一般財源
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（後期高齢者医療特別会計）

１　一　般　職

（１）総括

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 4 0 11,939 8,060 19,999 3,920 23,919

補 正 前 4 0 11,908 8,010 19,918 3,759 23,677

比 較 0 0 31 50 81 161 242

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 183 689 115 333 226 0 2,839

補 正 前 243 689 120 332 226 0 2,779

比 較 △ 60 0 △ 5 1 0 0 60

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当
退職手当組合
負 担 金

地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 2,361 0 0 1,314 0

補 正 前 2,310 0 0 1,311 0

比 較 51 0 0 3 0

給 与 費 明 細 書

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（後期高齢者医療特別会計）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

（３）給料及び職員手当の状況

　①職員１人あたり給与

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

　②初任給

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　明 備　　　　考　

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 31

その他の増減分 50

区　　　　　　　　　　　　分 行　　政　　職 技能労務職

264,350 -

296,202 -

32.7 -

264,350 -

296,202 -

32.5 -

区 分 行 政 職 技 能 労 務 職 国 の 制 度

（円） （円） 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

高 校 卒 188,000 180,600 188,000 180,600 

大 学 卒 213,600 220,000 

給 料 31

職 員 手 当 50
制度改正に伴う増減分

令 和 7 年 6 月 1 日 現 在

令 和 7 年 4 月 1 日 現 在
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（後期高齢者医療特別会計）

③級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

行　　　　政　　　　職 技　能　労　務　職

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1級 1 25.0 5級 0 0.0 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 0 0.0 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 3 75.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 0 0.0 4級 0 0.0 

計 4 100.0 計 0 0.0 

1級 1 25.0 5級 0 0.0 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 0 0.0 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 3 75.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 0 0.0 4級 0 0.0 

計 4 100.0 計 0 0.0 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

主 事 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 政 策 課 長

技 師 技 師 技 術 主 査 専 門 員 主 幹 参 事 参 事

主 事 補 主 任 技 術 主 幹

技 師 補 技 術 主 任 参 事 補

技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員

区　　　　分

令和7年6月1日現在

令和7年4月1日現在

行 政 職

技 能
労 務 職
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（後期高齢者医療特別会計）

④昇給

区 分 合 計 行 政 職 技 能 労 務 職

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 4 4 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 4 4 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 100.00 100.00 -

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 4 4 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 4 4 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 100.00 100.00 -

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

補

正

後

補

正

前
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（後期高齢者医療特別会計）

⑤　期末手当・勤勉手当

　※（　　　）は再任用職員の支給率

⑥定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑦特殊勤務手当

⑧その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） （月分）

補 正 後
( 1.2 )

2.3
( 1.2 )

2.3
-

( 2.4 )
4.6

有

補 正 前
( 1.2 )

2.3
( 1.2 )

2.3
-

( 2.4 )
4.6

有

国 の 制 度
( 1.2 )

2.3
( 1.2 )

2.3
-

( 2.4 )
4.6

有

区　分
２０年勤続の者　　　　　

（月分）
２５年勤続の者　　　　　

（月分）
３５年勤続の者　　　　　

（月分）
最高限度　　　　
（月分）

その他の加算措置等 備 考

支給率等 26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
２％～２０％加算

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
応募認定退職特例措置
２％～４５％加算

区 分 全 職 種 行 政 職 技 能 労 務 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

（％）

支給対象職員の比率 （％）

令和7年6月1日現在

代表的な特殊勤務手当の名称 - - -

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶養手当 同　　　じ

住居手当 異  な  る 家賃額が12,000円以上の場合支給　支給上限額：27,000円

通勤手当 異  な  る 自動車等使用者　片道30km以上18,700円打切り

区 分
職制上の段階，職務の級

等による加算措置
備 考

- - -

- - -
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介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 1 号）
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歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

１  総　括
   歳　入 （単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計

1 保険料 835,096 0 835,096

2 使用料及び手数料 20 0 20

3 国庫支出金 1,526,514 0 1,526,514

4 支払基金交付金 1,429,430 0 1,429,430

5 県支出金 778,436 0 778,436

6 繰入金 960,368 △1,304 959,064

7 繰越金 30,000 171,116 201,116

8 諸収入 6 0 6

9 分担金及び負担金 1,128 0 1,128

10 財産収入 389 0 389

      歳          入          合          計 5,561,387 169,812 5,731,199
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   歳　出 （単位：千円）

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補正前の額 補正額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

1 総務費 145,468 △1,304 144,164 0 0 0 △1,304

2 保険給付費 5,161,000 0 5,161,000 0 0 0 0

3 地域支援事業費 240,844 0 240,844 0 0 0 0

4 基金積立金 390 0 390 0 0 0 0

5 公債費 411 0 411 0 0 0 0

6 諸支出金 5,052 171,116 176,168 0 0 0 171,116

7 予備費 8,222 0 8,222 0 0 0 0

 歳     出     合     計 5,561,387 169,812 5,731,199 0 0 0 169,812

一 般 財 源
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２　　歳　入

（款）   6 繰入金                                   （項）   1 一般会計繰入金 （単位：千円）

節 説　　　　　　　　　　　　明

区　　分 金　　額

  5 その他一般会計繰入金 145,468 △1,304 144,164   1 事務費繰入金 47 事務費繰入金                                            

  2 人件費繰入金 △1,351 人件費繰入金                                            

　　 　　計 900,368 △1,304 899,064

（款）   7 繰越金                                   （項）   1 繰越金

  1 繰越金 30,000 171,116 201,116   1 繰越金 171,116 前年度繰越金                                            

　　 　　計 30,000 171,116 201,116

目 補正前の額 補　正　額 計
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３　　歳　出

（款）   1 総務費                                   （項）   1 総務管理費 （単位：千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

  1 一般管理費 85,440 △1,351 84,089 0 0 0 △1,351   2 給    料 △649 介護保険総務職員給                 △1,351

  3 職員手当等 26

  4 共 済 費 △728

  2 連合会納付金 30 47 77 0 0 0 47  11 役 務 費 47 連合会納付金                            47

　　計 85,470 △1,304 84,166 0 0 0 △1,304

（款）   6 諸支出金                                 （項）   1 償還金及び還付加算金

  3 償還金 1 134,290 134,291 0 0 0 134,290  22 償還金、利子 134,290 償還金                             134,290

及び割引料

　　計 5,051 134,290 139,341 0 0 0 134,290

（款）   6 諸支出金                                 （項）   2 繰出金

  1 一般会計繰出 1 36,826 36,827 0 0 0 36,826  27 繰 出 金 36,826 一般会計繰出金                      36,826

金

　　計 1 36,826 36,827 0 0 0 36,826

節

一般財源
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（介護保険特別会計）

２　一　般　職

（１）総括

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 10 0 40,866 23,661 64,527 12,663 77,190

補 正 前 10 0 41,515 23,635 65,150 13,391 78,541

比 較 0 0 △ 649 26 △ 623 △ 728 △ 1,351

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,313 1,110 483 1,288 398 0 8,192

補 正 前 1,254 816 401 1,311 398 0 8,372

比 較 59 294 82 △ 23 0 0 △ 180

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当
退職手当組合
負 担 金

地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 6,656 0 0 4,221 0

補 正 前 6,790 0 0 4,293 0

比 較 △ 134 0 0 △ 72 0

給 与 費 明 細 書

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（介護保険特別会計）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

（３）給料及び職員手当の状況

　①職員１人あたり給与

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

　②初任給

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　明 備　　　　考　

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 △ 649

その他の増減分 26

区　　　　　　　　　　　　分 行　　政　　職 技能労務職

307,390 -

339,588 -

42.8 -

311,020 -

341,315 -

42.10 -

区 分 行 政 職 技 能 労 務 職 国 の 制 度

（円） （円） 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

高 校 卒 188,000 180,600 188,000 180,600 

大 学 卒 213,600 220,000 

給 料 △ 649

職 員 手 当 26
制度改正に伴う増減分

令 和 7 年 6 月 1 日 現 在

令 和 7 年 4 月 1 日 現 在
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（介護保険特別会計）

③級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

行　　　　政　　　　職 技　能　労　務　職

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1級 0 0.0 5級 2 20.0 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 2 20.0 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 2 20.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 4 40.0 4級 0 0.0 

計 10 100.0 計 0 0.0 

1級 0 0.0 5級 3 30.0 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 2 20.0 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 2 20.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 3 30.0 4級 0 0.0 

計 10 100.0 計 0 0.0 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

主 事 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 政 策 課 長

技 師 技 師 技 術 主 査 専 門 員 主 幹 参 事 参 事

主 事 補 主 任 技 術 主 幹

技 師 補 技 術 主 任 参 事 補

技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員

区　　　　分

令和7年6月1日現在

令和7年4月1日現在

行 政 職

技 能
労 務 職
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（介護保険特別会計）

④昇給

区 分 合 計 行 政 職 技 能 労 務 職

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 10 10 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 8 8 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 80.00 80.00 -

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 10 10 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 8 8 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 80.00 80.00 -

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

補

正

後

補

正

前
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（介護保険特別会計）

⑤　期末手当・勤勉手当

　※（　　　）は再任用職員の支給率

⑥定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑦特殊勤務手当

⑧その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） （月分）

補 正 後
( 1.2 )

2.3
( 1.2 )

2.3
-

( 2.4 )
4.6

有

補 正 前
( 1.2 )

2.3
( 1.2 )

2.3
-

( 2.4 )
4.6

有

国 の 制 度
( 1.2 )

2.3
( 1.2 )

2.3
-

( 2.4 )
4.6

有

区　分
２０年勤続の者　　　　　

（月分）
２５年勤続の者　　　　　

（月分）
３５年勤続の者　　　　　

（月分）
最高限度　　　　
（月分）

その他の加算措置等 備 考

支給率等 26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
２％～２０％加算

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
応募認定退職特例措置
２％～４５％加算

区 分 全 職 種 行 政 職 技 能 労 務 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

（％）

支給対象職員の比率 （％）

令和7年6月1日現在

代表的な特殊勤務手当の名称 - - -

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶養手当 同　　　じ

住居手当 異  な  る 家賃額が12,000円以上の場合支給　支給上限額：27,000円

通勤手当 異  な  る 自動車等使用者　片道30km以上18,700円打切り

区 分
職制上の段階，職務の級

等による加算措置
備 考

- - -

- - -
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水 道 事 業 会 計 補 正 予 算（第 1 号）
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既決予定額 補正予定額 計 備考

１ 水 道 事 業 費 用 570,898 △ 5,899 564,999

１ 営 業 費 用 539,078 △ 5,899 533,179

１ 原 水 及 び 浄 水 費 184,016 △ 3,760 180,256

２ 配 水 及 び 給 水 費 80,421 80 80,501

３ 総 係 費 74,582 △ 2,219 72,363

令 和 ７ 年 度　 曽 於 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

収　　益　　的　　支　　出

（単位：千円）

款 項 目
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Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー：

　　　当年度純利益 21,243 千円

　　　減価償却費 198,007 千円

　　　退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 4,145 千円

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 165 千円

　　　長期前受金戻入額 △ 8,266 千円

　　　受取利息及び受取配当金 △ 960 千円

　　　支払利息 17,765 千円

　　　未収金の減少額（△は増加） 2,922 千円

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 4,677 千円

　　　消費税及び消費税調整額 31,800 千円

　　　　　小計 253,854 千円

　　　利息及び配当金の受取額 960 千円

　　　利息の支払額 △ 17,765 千円

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 237,049 千円

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー：

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 349,797 千円

　　　国庫補助金等による収入 72,000 千円

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 277,797 千円

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー：

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 160,000 千円

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 124,019 千円

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 35,981 千円

Ⅳ　資金増加(減少)額 △ 4,767 千円

Ⅴ　資金期首残高 822,411 千円

Ⅵ　資金期末残高 817,644 千円

令和７年度　曽於市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）
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１

⑴

⑵

⑶

２

⑴

⑵

⑶

⑷

⑸

３

⑴

⑵

⑶

⑷

⑸

⑹

⑺

４

⑴

⑵

⑶

５

⑴

６

⑴

令 和 ７年 度　  曽 於 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書
（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

千円 千円 千円

営 業 収 益

給 水 収 益 492,426

給 水 負 担 金 1,012

そ の 他 の 営 業 収 益 655 494,093

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費 180,256

配 水 及 び 給 水 費 80,501

総 係 費 72,363

減 価 償 却 費 198,007

資 産 減 耗 費 2,052 533,179

営 業 損 失 39,086

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 960

補 助 金 8,882

資 本 費 繰 入 収 益 62,009

長 期 前 受 金 戻 入 8,266

引 当 金 戻 入 益 5

補 償 金 5

雑 収 益 12 80,139

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費 17,765

雑 支 出 55

予 備 費 1,000 18,820

営 業 外 利 益 61,319

経 常 利 益 22,233

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益 10 10

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損 1,000 1,000 △ 990

当 年 度 純 利 益 21,243

前 年 度 繰 越 剰 余 金 221,023

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 242,266
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１

２

令 和 ７ 年 度　  曽 於 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
（令和８年３月３１日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

千円 千円 千円 千円

固 定 資 産

⑴ 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 45,640

ロ 建 物 273,740

減 価 償 却 累 計 額 △ 102,096 171,644

ハ 構 築 物 7,353,620

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,804,101 3,549,519

ニ 機 械 及 び 装 置 1,895,484

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,215,366 680,118

ホ 車 両 運 搬 具 3,861

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,449 1,412

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 20,930

減 価 償 却 累 計 額 △ 19,050 1,880

有 形 固 定 資 産 合 計 4,450,213

⑵ 無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 298

無 形 固 定 資 産 合 計 298

⑶ 投 資

イ 出 資 金 2,800

投 資 合 計 2,800

固 定 資 産 合 計 4,453,311

流 動 資 産
⑴ 現 金 預 金 817,644
⑵ 未 収 金 81,138

貸 倒 引 当 金 △ 557 80,581
⑶ 貯 蔵 品 2,593
⑷ そ の 他 流 動 資 産 665

流 動 資 産 合 計 901,483

資 産 合 計 5,354,794
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３

４

イ

ロ

５

６

７

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

千円 千円 千円 千円
固 定 負 債

⑴ 企 業 債 1,660,064
⑵ 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 31,358
固 定 負 債 合 計 1,691,422

流 動 負 債
⑴ 企 業 債 115,019

⑵ 引 当 金

賞 与 引 当 金 5,758

法 定 福 利 費 引 当 金 1,190 6,948

⑶ そ の 他 流 動 負 債 600

流 動 負 債 合 計 122,567

繰 延 収 益

⑴ 長 期 前 受 金 347,638

⑵ 収 益 化 累 計 額 △ 74,349

繰 延 収 益 合 計 273,289

負 債 合 計 2,087,278

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

千円 千円 千円 千円

資 本 金 2,619,999

剰 余 金
⑴ 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 82,900
ロ 建 設 改 良 積 立 金 322,351
ハ 当年度未処分利益剰余金 242,266

利 益 剰 余 金 合 計 647,517

剰 余 金 合 計 647,517

資 本 合 計 3,267,516

負 債 資 本 合 計 5,354,794
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（水道事業会計）

１　一　般　職

（１）総括

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 11 3,294 35,444 20,043 58,781 12,576 71,357

補 正 前 11 0 40,787 22,551 63,338 13,918 77,256

比 較 0 3,294 △ 5,343 △ 2,508 △ 4,557 △ 1,342 △ 5,899

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,390 858 407 1,663 387 0 8,408

補 正 前 1,659 1,044 340 1,850 387 0 9,378

比 較 △ 269 △ 186 67 △ 187 0 0 △ 970

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当 地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 6,930 0 0 0

補 正 前 7,893 0 0 0

比 較 △ 963 0 0 0

給 与 費 明 細 書

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（水道事業会計）

１　一　般　職

（１）総括

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 9 0 35,444 19,295 54,739 11,851 66,590

補 正 前 11 0 40,787 22,551 63,338 13,918 77,256

比 較 △ 2 0 △ 5,343 △ 3,256 △ 8,599 △ 2,067 △ 10,666

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,390 858 300 1,663 387 0 7,950

補 正 前 1,659 1,044 340 1,850 387 0 9,378

比 較 △ 269 △ 186 △ 40 △ 187 0 0 △ 1,428

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当 地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 6,747 0 0 0

補 正 前 7,893 0 0 0

比 較 △ 1,146 0 0 0

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（水道事業会計）

イ　会計年度任用職員

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

（ 2 ）

2

（ 0 ）

0

（ 2 ）

2

※（　　　）はパートタイム会計年度任用職員の人数

通 勤 手 当 時 間 外 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 児 童 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 107 0 458 183 0

補 正 前 0 0 0 0 0

比 較 107 0 458 183 0

給与費（千円）
区 分 備 考

補 正 後 3,294 0 748 4,042 725 4,767

補 正 前 0 0 0 0 0 0

比 較 3,294 0 748 4,042 725 4,767

職
員
手
当
の
内
訳

区 分

-59-



（水道事業会計）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

（３）給料及び職員手当の状況

　①職員１人あたり給与

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

　②初任給

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　明 備　　　　考　

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 △ 5,343

その他の増減分 △ 2,508

区　　　　　　　　　　　　分 企業職給料表（一） 企業職給料表（二）

334,466 -

372,714 -

46.3 -

322,281 -

358,449 -

45.4 -

区 分 企 業 職 給 料 表 （ 一 ） 企 業 職 給 料 表 （ 二 ） 国 の 制 度

（円） （円） 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

高 校 卒 188,000 180,600 188,000 180,600 

大 学 卒 213,600 220,000 

給 料 △ 5,343

職 員 手 当 △ 2,508
制度改正に伴う増減分

令 和 7 年 6 月 1 日 現 在

令 和 7 年 4 月 1 日 現 在
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（水道事業会計）

③級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

企業職給料表（一） 企業職給料表（二）

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1級 0 27.2 5級 4 44.4 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 1 11.1 6級 1 11.1 2級 0 0.0 

3級 3 33.3 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 0 0.0 4級 0 0.0 

計 9 100.0 計 0 0.0 

1級 1 9.1 5級 5 45.5 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 0 0.0 6級 1 9.1 2級 0 0.0 

3級 4 36.4 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 0 0.0 4級 0 0.0 

計 11 100.0 計 0 0.0 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

主 事 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 政 策 課 長

技 師 技 師 技 術 主 査 専 門 員 主 幹 参 事 参 事

主 事 補 主 任 技 術 主 幹

技 師 補 技 術 主 任 参 事 補

技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員

区　　　　分

令和7年6月1日現在

令和7年4月1日現在

企業職給料表（一）

企業職給料表（二）

-61-



（水道事業会計）

④昇給

区 分 合 計 企 業 職 給 料 表 （ 一 ） 企 業 職 給 料 表 （ 二 ）

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 9 9 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 7 7 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 77.78 77.78 -

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 11 11 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 8 8 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 72.73 72.73 -

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

補

正

後

補

正

前
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（水道事業会計）

⑤　期末手当・勤勉手当

　※（　　　）は再任用職員の支給率

⑥定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑦特殊勤務手当

⑧その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） （月分）

補 正 後
( 1.2 )

2.3
( 1.2 )

2.3
-

( 2.4 )
4.6

有

補 正 前
( 1.2 )

2.3
( 1.2 )

2.3
-

( 2.4 )
4.6

有

国 の 制 度
( 1.2 )

2.3
( 1.2 )

2.3
-

( 2.4 )
4.6

有

区　分
２０年勤続の者　　　　　

（月分）
２５年勤続の者　　　　　

（月分）
３５年勤続の者　　　　　

（月分）
最高限度　　　　
（月分）

その他の加算措置等 備 考

支給率等 26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
２％～２０％加算

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
応募認定退職特例措置
２％～４５％加算

区 分 全 職 種 企 業 職 給 料 表 （ 一 ） 企 業 職 給 料 表 （ 二 ）

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

（％）

支給対象職員の比率 （％）

令和7年6月1日現在

代表的な特殊勤務手当の名称 - - -

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶養手当 同　　　じ

住居手当 異  な  る 家賃額が12,000円以上の場合支給　支給上限額：27,000円

通勤手当 異  な  る 自動車等使用者　片道30km以上18,700円打切り

区 分
職制上の段階，職務の級

等による加算措置
備 考

- - -

- - -
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注　　記

１　重要な会計方針

⑴ 固定資産の減価償却の方法

ア　 有形固定資産

・ 減価償却の方法

　定額法による。

・ 主な耐用年数

建物 15 ～ 65 年

構築物 ９ ～ 65 年

機械及び装置 ８ ～ 20 年

車両運搬具 ３ ～ ５ 年

工具器具及び備品 ２ ～ 17 年

⑵ 引当金の計上方法

ア　 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

イ　 退職給付引当金

当事業年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、鹿児島県市町村総合事務組合における積立金相当額を控除した金額を計上して

ウ　 賞与引当金

職員の期末勤勉手当の支給の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

エ　 法定福利費引当金

職員の期末勤勉手当の支給に伴う法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上し

ている。

⑶ 消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

いる。なお、退職手当組合における積立金相当額は曽於市全体の職員総数で割った金額に水道事業職員数を乗じたものとなっている。
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２　貸借対照表等関連

⑴ 企業債の償還に係る他会計の負担

887,541千円である。

３　その他の注記

⑴ 賞与引当金の目的使用による取り崩し

当年度において、期末勤勉手当として8,635,500円を支出するため、賞与引当金5,758,000円を取り崩す。

⑵ 法定福利費引当金の目的使用による取り崩し

当年度において、期末勤勉手当ての支給に伴う法定福利費として1,783,495円を支出するため、法定福利費引当金1,190,000円を取り崩す。

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は
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（単位：千円）

節 既決予定額 補正予定額 計 備考

１ 水 道 事 業 費 用 570,898 △ 5,899 564,999

１ 営 業 費 用 539,078 △ 5,899 533,179

1 原水及び浄水費 184,016 △ 3,760 180,256

給 料 8,322 △ 1,993 6,329

手 当 3,714 △ 1,284 2,430

法 定 福 利 費 2,651 △ 483 2,168

２ 配水及び給水費 80,421 80 80,501

法 定 福 利 費 1,406 80 1,486

３ 総 係 費 74,582 △ 2,219 72,363

報 酬 0 4,042 4,042

給 料 27,531 △ 3,350 24,181

手 当 11,517 △ 1,972 9,545

法 定 福 利 費 8,671 △ 939 7,732

570,898 △ 5,899 564,999

令 和 ７ 年 度   曽 於 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 資 料

収 益 的 支 出

款 項 目

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計
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公 共 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算（第 1 号）
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１

１

2

３

令　和　７　年　度　　曽　於　市　公　共　下　水　道　事　業　会　計　補  正  予　算　実　施　計　画

収 益 的 支 出

（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

下 水 道 事 業 費 用 194,175 △ 1,030 193,145

営 業 費 用 173,547 △ 1,030 172,517

処 理 場 費 31,702 10 31,712

総 係 費 18,939 △ 1,040 17,899
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　　　　　　　　　　　　　令　和　７年 度   予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 令　和　７　年 4 月 1 日 か ら 令　和　８　年 3 月 3 1 日 ま で ）

（ 単 位 ： 千 円 ）
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益又は当期純損失（△） ４８,９６６

減価償却費 １２０,３０５

資産減耗費 １,０００

引当金の増減費（△は減少） １,３５３

貸倒引当金の増減費（△は減少） ９

長期前受金戻入額 △ ５８,６４１

受取利息及び受取配当金 △ ２
支払利息 １４,０４２
消費税及び地方消費税調整額 ６,０００
未収金の増減額（△は増加） ８,５４８
小　計 １４１,５８０
利息及び配当金の受取額 ２
利息の支払額 △ １４,０４２
業務活動によるキャッシュ・フロー １２７,５４０

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ １０２,５００

受益者負担金等による収入 ２,４００

国庫補助金等による収入 ５０,０００

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ５０,１００

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ７２,６００
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ １２１,７０３
財務活動によるキャッシュ・フロー △ ４９,１０３

資金増加額（又は減少額） ２８,３３７
資金期首残高 ４４,２９１
資金期末残高 ７２,６２８
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年度 曽於市公共下水道事業　損益計算書

１．
（１）
（２）

２．
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
（６）

３．
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
（６）
（７）

４．
（１）
（２）
（３）
（４）

５．
（１）
（２）

６．
（１）
（２）

令和 7
（令和7年４月１日から令和8年３月３１日まで）

（単位：千円）

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料 47,700
そ の 他 営 業 収 益 15 47,715

営 業 費 用
管 渠 費 1,600
処 理 場 費 31,712
総 係 費 17,899
減 価 償 却 費 120,305
資 産 減 耗 費 1,000
そ の 他 営 業 費 用 1 172,517
営 業 利 益 △ 124,802

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 2
他 会 計 補 助 金 14,042
長 期 前 受 金 戻 入 58,641
資 本 費 繰 入 収 益 121,703
雑 収 益 4
引 当 金 戻 入 益 1
補 償 金 1 194,394

営 業 外 費 用
支払利息及び企業債取扱 14,125
雑 支 出 1
消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 6,000
予 備 費 1 20,127
営 業 外 利 益 174,267
経 常 利 益 49,465

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益 1
そ の 他 特 別 利 益 1 2

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損 1
そ の 他 特 別 損 失 500 501 △ 499

当 年 度 純 利 益 48,966
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 152,338
当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 201,304
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（ ）
（単位：千円）

１． 固定資産
有形固定資産

イ．土地
ロ．建物

建物減価償却累計額
ハ．構築物

構築物減価償却累計額
ニ．機械及び装置

機械装置減価償却累計額

ホ．建設仮勘定

有形固定資産合計

固定資産合計

２． 流動資産

現金預金

未収金

流動資産合計

資産合計

令和７年度　曽於市公共下水道事業　貸借対照表
令和8年3月31日

資 産 の 部

(1)
17,093

727,112
△ 111,477 615,635
2,501,168

△ 402,311 2,098,857
448,687

△ 216,879 231,808

0

2,963,393

2,963,393

(1) 72,628

(2) 8,548

81,176

3,044,569
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３． 固定負債
企業債

固定負債合計

４． 流動負債
企業債

イ．建設改良費等の財源に充てる企業債
企業債合計

引当金
イ．賞与引当金
ロ．法定福利費引当金

引当金合計
流動負債合計

５． 繰延収益
長期前受金
長期前受金収益化累計額

繰延収益合計
負債合計

６． 資本金
固有資本金
繰入資本金

組入資本金

資本金合計

７． 剰余金

資本剰余金

イ．国庫補助金

資本剰余金合計

利益剰余金

イ．当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計
負債資本合計

負 債 の 部

(1) 1,057,027
1,057,027

(1)
121,703

121,703
(2)

1,122
231

1,353
123,056

(1) 1,759,973
(2) △ 348,396

1,411,577
2,591,660

資 本 の 部

(1) 166,550
(2) 10,076

(3) 24,979

201,605

(1)

50,000

50,000

(2)

201,304

201,304

251,304

452,909
3,044,569
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（下水道事業会計）

１　一　般　職

（１）総括

職 員 数 共 済 費 合 計

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （千円） （千円）

補 正 後 2 0 7,752 5,131 12,883 2,849 15,732

補 正 前 2 0 8,461 5,379 13,840 2,922 16,762

比 較 0 0 △ 709 △ 248 △ 957 △ 73 △ 1,030

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 手 当 管 理 職 手 当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 397 81 134 258 43 0 1,877

補 正 前 441 162 155 282 43 0 1,877

比 較 △ 44 △ 81 △ 21 △ 24 0 0 0

勤 勉 手 当 児 童 手 当 特殊勤務手当
退職手当組合
負 担 金

地 域 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 1,488 0 0 853 0

補 正 前 1,488 0 0 931 0

比 較 0 0 0 △ 78 0

給 与 費 明 細 書

給与費（千円）
区 分 備 考

区 分

区 分

職
員
手
当
の
内
訳
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（下水道事業会計）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

（３）給料及び職員手当の状況

　①職員１人あたり給与

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平均年齢 （歳）

　②初任給

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　明 備　　　　考　

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 △ 709

その他の増減分 △ 248

区　　　　　　　　　　　　分 企業職給料表（一） 企業職給料表（二）

328,050 -

367,881 -

41.9 -

312,100 -

360,623 -

37.10 -

区 分 企 業 職 給 料 表 （ 一 ） 企 業 職 給 料 表 （ 二 ） 国 の 制 度

（円） （円） 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

高 校 卒 188,000 180,600 188,000 180,600 

大 学 卒 213,600 220,000 

給 料 △ 709

職 員 手 当 △ 248
制度改正に伴う増減分

令 和 7 年 6 月 1 日 現 在

令 和 7 年 4 月 1 日 現 在
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（下水道事業会計）

③級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

企業職給料表（一） 企業職給料表（二）

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

1級 0 0.0 5級 1 50.0 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 0 0.0 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 1 50.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 0 0.0 4級 0 0.0 

計 2 100.0 計 0 0.0 

1級 1 50.0 5級 1 50.0 1級 0 0.0 5級 0 0.0 

2級 0 0.0 6級 0 0.0 2級 0 0.0 

3級 0 0.0 7級 0 0.0 3級 0 0.0 

4級 0 0.0 4級 0 0.0 

計 2 100.0 計 0 0.0 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

主 事 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐 課 長 政 策 課 長

技 師 技 師 技 術 主 査 専 門 員 主 幹 参 事 参 事

主 事 補 主 任 技 術 主 幹

技 師 補 技 術 主 任 参 事 補

技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員 技 術 員

区　　　　分

令和7年6月1日現在

令和7年4月1日現在

企業職給料表（一）

企業職給料表（二）
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（下水道事業会計）

④昇給

区 分 合 計 企 業 職 給 料 表 （ 一 ） 企 業 職 給 料 表 （ 二 ）

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 2 2 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 2 2 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 100.00 100.00 -

職　　　員　　　数　（Ａ）　（人） 2 2 -

昇給にかかる職員数　（Ｂ）　（人） 2 2 -

２号給　　（人）

４号給　　（人）

６号給　　（人）

８号給　　（人）

何号給　　（人）

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 100.00 100.00 -

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

補

正

後

補

正

前
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（下水道事業会計）

⑤　期末手当・勤勉手当

　※（　　　）は再任用職員の支給率

⑥定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑦特殊勤務手当

⑧その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） （月分）

補 正 後
( 1.2 )

2.3
( 1.2 )

2.3
-

( 2.4 )
4.6

有

補 正 前
( 1.2 )

2.3
( 1.2 )

2.3
-

( 2.4 )
4.6

有

国 の 制 度
( 1.2 )

2.3
( 1.2 )

2.3
-

( 2.4 )
4.6

有

区　分
２０年勤続の者　　　　　

（月分）
２５年勤続の者　　　　　

（月分）
３５年勤続の者　　　　　

（月分）
最高限度　　　　
（月分）

その他の加算措置等 備 考

支給率等 26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置
２％～２０％加算

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
応募認定退職特例措置
２％～４５％加算

区 分 全 職 種 企 業 職 給 料 表 （ 一 ） 企 業 職 給 料 表 （ 二 ）

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

（％）

支給対象職員の比率 （％）

令和7年6月1日現在

代表的な特殊勤務手当の名称 - - -

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶養手当 同　　　じ

住居手当 異  な  る 家賃額が12,000円以上の場合支給　支給上限額：27,000円

通勤手当 異  な  る 自動車等使用者　片道30km以上18,700円打切り

区 分
職制上の段階，職務の級

等による加算措置
備 考

- - -

- - -
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注　記

Ⅰ．重要な会計方針

  １．固定資産の減価償却の方法
    （１）有形固定資産
          定額法
          ・主な耐用年数

建物　 20年～60年
構築物　 10年～60年
機械及び装置　 10年～25年
車両及び運搬具　 ５年
工具器具及び備品　 ２年～10年

  ２．引当金の計上基準
    （１）貸倒引当金
            債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。
    （２）退職給付引当金

当事業年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、鹿児島県市町村総合事務組合における積立金相当額を控除した金額を計上している。
なお、退職手当組合における積立金相当額は曽於市全体の職員総数で割った金額に下水道事業職員数を乗じたものとなっている。

    （３）賞与引当金
職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に
属する額を計上している。

            
  ３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項
    （１）消費税等の会計処理
            消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．貸借対照表等関連
 　1．企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる
額は、1,169,581千円である。
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（単位：千円）

節 既決予定額 補正予定額 計 備考

１ 下 水 道 事 業 費 用 194,175 △ 1,030 193,145

１ 営 業 費 用 173,547 △ 1,030 172,517

２ 処 理 場 費 31,702 10 31,712

法 定 福 利 費 100 10 110

３ 総 係 費 18,939 △ 1,040 17,899

給 料 8,054 △ 709 7,345

手 当 3,273 △ 170 3,103

退 職 給 付 費 886 △ 78 808

法 定 福 利 費 2,822 △ 83 2,739

194,175 △ 1,030 193,145

令 和 ７ 年 度   曽 於 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 資 料

収 益 的 支 出

款 項 目

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計
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